
令和４年度

都市局関係予算配分概要

目　　　　次

Ⅰ．令和４年度都市局関係予算配分方針・・・・・・・・１

Ⅱ．令和４年度予算配分総括表・・・・・・・・・・・・１

Ⅲ．事業別概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

Ⅳ．地方整備局別等配分額（直轄事業）・・・・・・・・４

Ⅴ．都道府県別等配分額（補助事業）・・・・・・・・・５

Ⅵ．配分箇所の具体事例・・・・・・・・・・・・・・・６

令和４年３月



 



Ⅰ．令和４年度都市局関係予算配分方針

Ⅱ．令和４年度予算配分総括表

［事業費］ （単位：百万円）

区分 国営公園等 市街地整備 住宅対策 街路事業 合計

直轄事業 24,121 0 0 0 24,121

補助事業 13,083 205,746 1,348 120,239 340,415

合計 37,203 205,746 1,348 120,239 364,536

注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。

　２．計数は、工事諸費等を除いた事業費である。

　３．上記のほか、街路事業には無電柱化推進計画事業、交通安全対策（通学路緊急対策）等がある。

　４．上記のほか、都市開発資金貸付金、民間都市開発推進機構補給金がある。

　５．上記のほか、社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金があり、地方の要望に応じて都市局関係

　　　事業に充てることができる。

（参考）復興庁計上予算

［事業費］ （単位：百万円）

区分

直轄事業

注１．計数は、工事諸費を除いた事業費である。

　令和４年度都市局関係予算については、「防災・減災まちづくりの

更なる推進」、「コンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくりの

推進」などについて、重点的に取り組むこととし、地域の実情や要望、

事業の必要性や緊急性に基づき、配分を行う。

国営公園等（国営追悼・祈念施設整備事業）

464
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Ⅲ．事業別概要

国営公園等 37,203百万円

○国営公園等整備 9,176百万円

○国営公園等維持管理 14,897百万円

○社会課題対応型都市公園機能向上促進事業 6,042百万円

○都市公園防災事業 7,041百万円

市街地整備 205,746百万円

○都市構造再編集中支援事業 142,136百万円

○国際競争拠点都市整備事業 27,369百万円

○まちなかウォーカブル推進事業 699百万円

○都市・地域交通戦略推進事業 2,000百万円

○都市空間情報デジタル基盤構築支援事業 1,399百万円

○防災・省エネまちづくり緊急促進事業 29,305百万円

　コンパクト・プラス・ネットワークの取組を更に推進するため、立地適正化計画に
基づく、防災・減災まちづくりを総合的に推進する事業や、医療・福祉や教育文化施
設等の都市機能をまちなかへ誘導する事業等について、事業進捗を踏まえ所要額を配
分。

　令和４年に本体着工を迎える首里城の復元に向けた取組を進めるほか、公開目標が
設定されている公園等に重点的な配分を行うとともに、追加開園が見込まれる公園等
の事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　独立行政法人都市再生機構が地方公共団体の要請に基づき行う、大都市地域等の既
成市街地における防災公園の整備について、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　業務の効率化等によりコスト縮減に取り組みつつ、国営公園等の機能確保を図る観
点から、施設の老朽化対策など適切な運営維持管理について、所要額を配分。

　都市の国際競争力を強化するため、大都市の拠点となるエリアの都市基盤施設の整
備等について、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　ユニバーサルデザイン化など、国として推進すべき施策への対応を目的とした都市
公園の整備のうち、他の公園の参考となる優良な取組を行う事業について、所要額を
配分。

　防災対策、省エネルギー対策等の緊急的な政策課題に対応した質の高い住宅・建築
物を整備する事業に対して、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　「居心地が良く歩きたくなる」空間創出に資する取組等について、事業進捗を踏ま
え所要額を配分。

　地方公共団体、交通事業者等で組織する地域の協議会が、総合的な交通戦略等に基
づき実施する公共交通等の整備に対して、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　地方公共団体による３Ｄ都市モデルの整備・オープンデータ化、３Ｄ都市モデルを
活用したユースケースの開発等に対して、所要額を配分。
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○グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 500百万円

○地下街防災推進事業 809百万円

○都市再生コーディネート等推進事業 1,429百万円

○まちづくりファンド支援事業 100百万円

住宅対策 1,348百万円

○密集市街地総合防災事業 1,348百万円

街路事業 120,239百万円

○連続立体交差事業 90,768百万円

○地域高規格道路等整備 29,471百万円

（参考）復興計上予算 464百万円

○国営追悼・祈念施設整備事業（福島県） 464百万円

　福島県双葉郡浪江町における国営追悼・祈念施設の整備事業について、事業進捗を
踏まえ所要額を配分。

　円滑な都市・地域活動を支え、地域経済の活性化を図るため、地域高規格道路及び
空港・港湾等のアクセス道路等の整備に対して、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　道路と鉄道の交差部が連続する鉄道の一定区間を高架化又は地下化することで交通
の円滑化、市街地の一体化に資する事業に対して、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　大規模地震に伴い甚大な被害が想定される密集市街地において、地方公共団体や民
間事業者など複数の主体が連携して取り組む総合的な環境整備に対して、事業進捗を
踏まえ所要額を配分。

　一般財団法人民間都市開発推進機構が行う、リノベーション等による民間まちづく
り事業への金融支援（ファンド組成）に対して、所要額を配分。

※上記のほか、無電柱化推進計画事業、交通安全対策（通学路緊急対策）等がある。

　独立行政法人都市再生機構が行う、まちづくりに関する計画策定やコーディネート
等に対して、所要額を配分。

　利用者が多く公共性の高い地下街において、地下街管理会社等が実施する地下街防
災推進計画に基づく施設の改修等に対して、事業進捗を踏まえ所要額を配分。

　都市型水害対策や都市の生産性・快適性向上等の推進のために必要な民間事業者等
が行う一定の緑化基準を満たす民間建築物の緑化などのグリーンインフラに係るハー
ド・ソフト両面の取組について、事業進捗を踏まえ所要額を配分。
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Ⅳ．地方整備局別等配分額（直轄事業）

［事業費］ （単位：百万円）

整備費 維持管理費 営繕宿舎費 合計

北海道開発局 0 1,278 1 1,279

滝野すずらん丘陵公園 0 1,076 1 1,077

国立民族共生公園 0 202 0 202

東北地方整備局 0 910 0 911

国営みちのく杜の湖畔公園 0 689 0 689

国営追悼・祈念施設（岩手県） 0 114 0 114

国営追悼・祈念施設（宮城県） 0 107 0 107

関東地方整備局 2,981 4,084 24 7,088

国営武蔵丘陵森林公園 87 904 1 991

国営昭和記念公園 174 1,141 16 1,330

国営常陸海浜公園 208 814 0 1,022

国営アルプスあづみの公園 0 921 2 923

国営東京臨海広域防災公園 0 305 0 305

明治記念大磯邸園 2,513 0 5 2,518

北陸地方整備局

国営越後丘陵公園 203 637 1 841

中部地方整備局

国営木曽三川公園 600 1,255 3 1,858

近畿地方整備局 2,526 1,765 4 4,295

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 1,800 681 4 2,485

淀川河川公園 225 311 0 535

国営明石海峡公園 501 773 0 1,274

中国地方整備局

国営備北丘陵公園 0 746 3 748

四国地方整備局

国営讃岐まんのう公園 0 701 0 701

九州地方整備局 302 1,666 11 1,979

海の中道海浜公園 302 1,168 10 1,480

国営吉野ヶ里歴史公園 0 498 1 499

沖縄総合事務局

国営沖縄記念公園 2,564 1,855 2 4,421

9,176 14,897 48 24,121
注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。

　２．計数は、工事諸費等を除いた事業費である。

（参考）復興庁計上予算
（単位：百万円）

整備費 維持管理費 営繕宿舎費 合計

東北地方整備局

国営追悼・祈念施設（福島県） 464 0 0 464
注１．計数は、工事諸費を除いた事業費である。

区分

合計

区分
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Ⅴ．都道府県別等配分額（補助事業）

［事業費］ （単位：百万円）

区分 都市公園 市街地整備 住宅対策 街路事業 合計

北 海 道 500 5,399 0 300 6,199
青 森 220 2,314 0 0 2,534
岩 手 0 457 0 0 457
宮 城 0 0 0 0 0
秋 田 185 1,107 0 0 1,292
山 形 0 3,518 0 0 3,518
福 島 0 2,615 0 0 2,615
茨 城 0 7,530 0 0 7,530
栃 木 0 5,602 0 670 6,272
群 馬 0 1,658 0 0 1,658
埼 玉 0 7,908 0 2,080 9,988
千 葉 877 1,315 0 3,056 5,248
東 京 237 36,068 0 27,714 64,019
神 奈 川 317 1,445 0 4,814 6,576
山 梨 0 342 0 605 947
長 野 0 6,749 0 0 6,749
新 潟 0 3,690 0 2,695 6,385
富 山 0 4,204 0 3,476 7,680
石 川 0 7,550 0 0 7,550
岐 阜 724 4,111 0 300 5,135
静 岡 291 2,148 0 1,900 4,339
愛 知 827 11,283 0 6,160 18,270
三 重 400 1,620 0 0 2,020
福 井 0 3,963 0 0 3,963
滋 賀 0 3,529 0 0 3,529
京 都 0 3,080 0 1,617 4,697
大 阪 472 18,972 1,348 45,774 66,566
兵 庫 270 11,166 0 880 12,316
奈 良 0 447 0 0 447
和 歌 山 0 866 0 1,140 2,006
鳥 取 0 22 0 0 22
島 根 0 323 0 0 323
岡 山 0 1,104 0 0 1,104
広 島 190 15,322 0 3,000 18,512
山 口 80 4,172 0 0 4,252
徳 島 0 158 0 1,500 1,658
香 川 0 2,442 0 0 2,442
愛 媛 0 1,082 0 4,246 5,328
高 知 0 2,768 0 0 2,768
福 岡 242 7,445 0 5,574 13,261
佐 賀 0 105 0 0 105
長 崎 200 1,328 0 800 2,328
熊 本 0 709 0 18 727
大 分 0 1,662 0 1,920 3,582
宮 崎 0 214 0 0 214
鹿 児 島 10 1,276 0 0 1,285
沖 縄 0 0 0 0 0

小計 6,042 200,786 1,348 120,239 328,414
都市再生機構 7,041 4,860 0 0 11,901

民都機構 0 100 0 0 100
合計 13,083 205,746 1,348 120,239 340,415

注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。
　２．上記のほか、街路事業には無電柱化推進計画事業、交通安全対策（通学路緊急対策）等がある。
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Ⅵ．配分箇所の具体事例

［事業費］ （単位：百万円）

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

○国営公園等整備

神奈川県
（中郡大磯町）

明治記念大磯邸園 2,513 　「明治１５０年」関連施策の一環とし
て整備している明治記念大磯邸園におい
て、旧大隈別邸・陸奥別邸跡の邸宅改修
等を実施する。

○社会課題対応型都市公園機能向上促進事業

北海道
（室蘭市）

入江運動公園 119 　市の中核的な公園において、市内に散
在するテニスコートの集約化と園路のバ
リアフリー化を行い、施設の維持コスト
の低減や市中心部の賑わい創出を図る。

○都市公園防災事業

福岡県
（福岡市）

舞鶴公園 3,256 　地域の防災性の向上を図るため、災害
時に避難地等となる防災公園の整備を実
施する。

○都市構造再編集中支援事業

広島県
（広島市）

可部地区 384 　既存建造物を活用して医療・社会福祉
等の都市機能を防災機能強化を行った上
で集積するとともに、周辺の広場等の整
備を実施する。

○国際競争拠点都市整備事業

東京都
（渋谷区）

渋谷駅周辺地域 5,348 　土地区画整理事業や市街地再開発事
業、自由通路の整備により、情報発信拠
点にふさわしい高い利便性を有し、わか
りやすい快適な都市空間の形成を図り、
国際競争力を強化する。

○まちなかウォーカブル推進事業

愛知県
（名古屋市）

中川運河にぎわい
ゾーン地区

10 　官民一体となった水辺の回遊性確保及
びにぎわいのある歩行空間の創出を図る
ため、オープンスペース等の整備を実施
する。

○都市・地域交通戦略推進事業

三重県
（四日市市）

近鉄四日市駅・JR
四日市駅周辺地区

261 　駅・駅前広場と周辺街区の一体的な空
間整備を進め、利便性・快適性・安全性
の高いゆとりある駅まち空間の形成を図
る。

○都市空間情報デジタル基盤構築支援事業

青森県
（むつ市）

市域の一部 10 　市域の一部において、３Ｄ都市モデル
を整備し、３Ｄ都市モデルを活用した都
市計画・防災等の分野における課題解決
（ユースケース開発）を図る。
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［事業費］ （単位：百万円）

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

○防災・省エネまちづくり緊急促進事業

東京都
（中央区）

日本橋一丁目中地
区

11,604 　国際競争力を備えた良好な都市空間の
創出を図るため、土地の集約化と街区再
編に併せ、防災性や省エネルギー性等の
質の高い施設建築物を整備する。

○グリーンインフラ活用型都市構築支援事業

大阪府
（大阪市）

淀川水系（淀川以
南地区）

17 　緑化重点地区における民間建築物につ
いて、ＣＯ2吸収機能等を有する高木な
どの植栽がなされる広場空間及び壁面・
屋上緑化のための設計を実施する。

○地下街防災推進事業

福岡県
（福岡市）

天神地下街 585 　大規模地震発生時における地下街の安
全性の向上を図るため、地下街防災推進
計画に基づいた事業を実施する。

○密集市街地総合防災事業

大阪府
（守口市）

東部地区 769 　老朽木造住宅が密集し、災害時の延焼
拡大の危険性が高い地区において、延焼
防止に有効な空地や避難場所となる防災
公園の整備を実施する。

○連続立体交差事業

兵庫県
（高砂市）

山陽電鉄本線（高
砂駅～荒井駅付
近）

70 　都市内交通の円滑化及び市街地の一体
化を図るため、鉄道を立体化して踏切を
除却する事業で、新たに事業着手し、設
計等を実施する。

○地域高規格道路等整備

長崎県
（長崎市）

都市計画道路
長崎時津縦貫線
（茂里町～滑石工
区）

800 　物流の効率化、地域間交流・連携の促
進を図るため、ネットワーク整備を行う
事業で、新たに事業着手し、測量、設計
等を実施する。

○国営追悼・祈念施設整備事業（参考：復興庁計上）

福島県
（双葉郡浪江町）

国営追悼・祈念施
設（福島県）

464 　福島県における国営追悼・祈念施設に
ついて、敷地造成工等を実施する。
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